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米国統治下沖縄の失業保険

























































































































































































































































た。その内容は，失業保険料率を 1000分の 22から 16
に引き下げること，保険給付に要する政府負担を 3分


























































































































































































































































































































































用者 5人から 29人までの事業所が 1322件で 74％を
占めていた。沖縄の零細な企業規模を示すもので，失
業保険制度の運営においても懸念される事項となって












1960年 10月末の被保険者数は 6万 8504人となっ
ているが，事業所あたりの平均被保険者数は 38人で
ある。日本の全国平均 35人を上回っているが，これ























































































































年 6月末の被保険者数は 2927人，受給人員は 508人，
給付額は 1556ドルとなっている。日雇失業保険料収
入は，印紙売上収入 3958ドル 91セント，現金収入
610ドル 34セントで合計 4569ドル 25セントとなり，
差引 3791ドルの黒字を記録している。〔年報 15頁〕




わせて 1万 5034ドル 14セントであった。これに対し












































































































































































































































































































限決定取消再審査請求事件（受理 1968年 11月 6日，



































































69万 9000人から 20年後の 1970年には 94万 9000人
とこの間に 25万人も増えた。これは戦後の経済規模
の拡大によって，沖縄経済の人口扶養力が高まった結
果であるが，これによって同時に経済活動の担い手で
ある労働力の供給パイプは戦前とは比較にならないほ
ど太くなった。こうした労働供給圧力の高まりにもか
かわらず，終戦直後の混乱期と本土復帰直前に基地従
業員の大量解雇が吹き荒れた時期は別として，沖縄経
済は「失業なき経済社会を実現していた。戦後の沖縄
の労働事情は失業率が高い時で 2％（1956年 12月），
平均でも 1％を下回るといったものでしかなかった。
こうした状況は，沖縄経済が戦前から戦後の一時期に
かけて過剰人口をかかえ，そのために農業部門への労
働就業や海外移民，出稼ぎを余儀なくされていたとい
うことからすると大きな様変わりであった。とくに
1960年代に入ってからは，経済の高度成長に伴って
労働力需要が飛躍的に増大し，その結果一部に労働力
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が逼迫するといった事態が発生するほどであった。
こうした戦後の沖縄における労働事情の大きな様変
わりの背景に，沖縄経済の「基地経済化」があること
はいうまでもない。1950年の朝鮮動乱前後に大規模
な基地建設が行われたが，これによって土地を奪われ
た農民やその他の過剰労働力は現金収入の容易に得ら
れる基地労働者に転化した。直接米軍に雇用された基
地労働者は，おおむね 3万人といった水準であった
が，1960年代中期，ベトナム戦争が激化した頃には 4
万人を超えるほどに膨らんだ。基地の拡大につれて，
その周辺には多数の基地関連産業が興った。基地関連
産業での就労を余儀なくされた，間接的な基地労働者
も急激に増加した。就業面における第 3次産業の肥大
化はそのことを示している。沖縄経済は基地あるがゆ
えに「失業なき経済社会」を築くことができたといっ
ても過言ではない。極論すれば，沖縄住民すべてが，
基地が生み出す経済的波及効果を直接，間接に享受
し，その結果自身の経済生活を維持することのできる
基地労働者であった。
沖縄経済のなかで失業問題が大きくクローズアップ
されるようになったのは，1967年をピークにして
徐々に労働力人口が減少するなかで，1969年に入っ
て基地従業員の大量解雇の動きが出てからであった。
それまでの沖縄経済は，失業者数約 3000人，失業率
も平均 0．6％と比較的安定した状態を維持していた。
〔経済史 1231頁〕
3．失業なき社会の失業保険
一般失業保険に関しては，当初保険給付の実績が低
迷しており，1961年度も 55万 6000ドルという多額
の剰余金を生じた。このため保険料率の再検討が問題
となったが，当時の日本の制度でも年間給付総額の 2
倍に相当する 700億円の積立金を保有し，予期せぬ変
動に対処していたことから，保険料率の改訂には慎重
な態度が必要であると考えられていた。
保険経済の中に，どの程度の余裕金を保有すべきか
は，一概にその基準を設定できる性格のものではない
が，全体の 3分の 1が軍雇用の被保険者である沖縄の
失業保険の特殊性からすれば，準備金の保険経済の中
に占める率は，むしろ高率であるべきだと考えられ
た。
すなわち，民関係においては経済事情等の推移によ
り，将来における失業者の増減を予測し，保険経済の
見通しに的確を期することが可能であるが，軍関係被
用者の失業は，経済の変動とほとんど無関係に，しか
も大量に生ずる可能性があり，軍雇用の被保険者を包
含する限り，保険経済に突発的な危険を絶えず内包す
ると考えなければならなかった。〔業務 15頁〕
結
米国統治下沖縄の失業保険経済においては，大変に
低い失業率が長く継続する中でも，多額の余裕金を維
持し続けることが構造的に要請されていた。1964年
の段階では，失業保険の積立金は 300万ドルにも達し
ていた。米国民政府が各種社会保険を統合した「総合
社会保険」の創設を構想したのも，この巨額の剰余金
の存在を前提としていた。米国民政府労働部が提示し
た統合試案では，失業保険法を一部改正して，医療，
年金などの各種社会保険を吸収することにより，この
積立金の有効活用を意図していた。
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